様式第１号
再生利用事業登録申請書

令和○○年○○月○○日
農林水産大臣　殿
申請者
住所　東京都千代田区霞が関一丁目2番1号
氏名　株式会社農林水産
代表取締役　農林　太郎　　
（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
電話番号　０３－３５０２－８１１１
　　食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律第１１条第１項の規定により、下記の再生利用事業について登録を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。
記
	再生利用事業の内容
	肥料化事業

	再生利用事業を行う事業場
	名称
	株式会社農林水産　本社工場

	
	所在地
	東京都千代田区霞が関一丁目2番1号

	特定肥飼料等の製造の用に供する施設
	種類
	○○機　ﾒｰｶｰ名：㈱○○、型式：MAFF-001
○○○機　ﾒｰｶｰ名：○○㈱、型式：FFAM-100
（詳細は「別紙」のとおり）

	
	規模
	20.9トン／日（うち食品循環資源10.9トン／日）

	特定肥飼料等を保管する施設の所在地
	東京都千代田区霞が関一丁目2番1号

	特定肥飼料等を販売する事業場の所在地
	東京都千代田区霞が関一丁目2番1号

	再生利用事業により得られる特定肥飼料等
	種類
	特殊肥料（たい肥）

	
	名称
	まふエコたい肥

	
	製造開始年月日
	令和○○年○○月○○日

	
	販売開始年月日
	令和○○年○○月○○日

	特定肥飼料等の製造に使用される
食品循環資源の種類　　　　　　　
	一般廃棄物：動植物性残さ（厨芥残さ、期限切れ弁当）

	特定肥飼料等の製造に使用される 食品循環資源以外の原材料の種類
	一般廃棄物：植物性残さ（木くず）

	添付書類
及び図面
	
１　当該申請をしようとする者が法人である場合には、その定款、登記事項証明書並びに直前３年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書並びに法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類
２　当該申請をしようとする者が個人である場合には、その住民票の写し、資産に関する調書並びに直前３年の所得税の納付すべき額及び納付済額を証する書類
３　当該申請をしようとする者の過去１年間（当該申請の日（以下「申請日」という。）において当該申請をしようとする者の再生利用事業の実施期間（以下「実施期間」という。）が１年未満である場合にあっては過去10ヶ月間）における特定肥飼料等の製造量及び販売量、当該特定肥飼料等の製造を行った事業場の名称及び所在地並びに販売先の氏名又は名称、住所及び連絡先を記載した書類並びにその販売量の根拠となる書類

　　なお、申請日において実施期間が1年未満である場合には、実施期間が1年を経過した日以後速やかに、過去１年間における特定肥飼料等の製造量及び販売量並びに販売先の氏名又は名称、住所及び連絡先を記載した書類並びにその販売量の根拠となる書類（いずれの書類も申請日に提出したものを除く。）を提出することを誓約する書類

４　特定肥飼料等の製造の用に供する施設（以下「特定肥飼料等製造施設」という。）への食品循環資源の搬入に関する計画書
５　受け入れる食品循環資源が一般廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和４５年法律第１３７号。以下｢廃棄物処理法｣という。)第２条第２項に規定する一般廃棄物をいう。）に該当する場合には、再生利用事業を行う者が廃棄物処理法第７条第６項の許可（当該許可に係る廃棄物処理法第７条の２第１項の許可を受けなければならない場合にあっては、同項の許可）を受け、又は廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号。以下「廃棄物処理法施行規則」という。）第２条の３第1号若しくは第２号の規定に該当して、当該食品循環資源の処分を行うことができる者であることを証する書類
６　受け入れる食品循環資源が産業廃棄物（廃棄物処理法第２条第４項に規定する産業廃棄物をいう。）に該当する場合には、再生利用事業を行う者が廃棄物処理法第１４条第６項の許可（当該許可に係る廃棄物処理法第１４条の２第１項の許可を受けなければならない場合にあっては、同項の許可）を受け、又は廃棄物処理法施行規則第１０条の３第２号の規定に該当して、当該食品循環資源の処分を行うことができる者であることを証する書類

	
	７　特定肥飼料等の利用方法並びに価格及び需要の見込みを記載した書類
８　特定肥飼料等製造施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図、処理工程図及び設計計算書
９　特定肥飼料等製造施設の付近の見取図
10　特定肥飼料等製造施設を設置しようとする場合には、工事の着工から当該施設の使用開始に至る具体的な計画書
11　特定肥飼料等製造施設の維持管理に関する計画書
12　特定肥飼料等製造施設が廃棄物処理法第８条第１項に規定する一般廃棄物処理施設である場合には当該特定肥飼料等製造施設について同項の許可（当該許可に係る廃棄物処理法第９条第１項の許可を受けなければならない場合にあっては、同項の許可）を、特定肥飼料等製造施設が廃棄物処理法第１５条第１項に規定する産業廃棄物処理施設である場合には当該特定肥飼料等製造施設について同項の許可（当該許可に係る廃棄物処理法第１５条の２の６第１項の許可を受けなければならない場合にあっては、同項の許可）を受けていることを証する書類
13　肥料の品質の確保等に関する法律（昭和２５年法律第１２７号）第２条第２項に規定する普通肥料を生産する場合には同法第１０条の登録証若しくは仮登録証の写し又は同法第１６条の２第１項の届出（当該届出に係る同条第３項の届出をしなければならない場合にあっては、同項の届出を含む。）をしていることを証する書類、当該普通肥料を販売する場合には同法第２３条第１項の届出（当該届出に係る同条第２項の届出をしなければならない場合にあっては、同項の届出を含む。）をしていることを証する書類
14　使用の経験のない飼料を製造する場合にあっては、動物試験の成績を記載した書類
15　特定肥飼料等の含有成分量に関する分析試験の結果を記載した書類
16　様式第７号（登録免許税の納付に係る領収証書を貼り付けたもの）



【備考】
  １　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
  ２　複数の事業場について登録の申請をする場合は、事業場ごとに本申請書を
作成することとする。
  ３　欄内にその記載事項の全てを記載することができないときは、同欄に「別
紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。
様式第２号

登録再生利用事業変更届出書
令和○○年○○月○○日
農林水産大臣　殿
申請者
住所　東京都千代田区霞が関一丁目2番1号
氏名　株式会社農林水産

代表取締役　農林　太郎　　
（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
電話番号　０３－３５０２－８１１１
令和○○年○○月○○日付けで登録を受けた下記の再生利用事業について、下記のとおり変更したいので、食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律第１１条第５項の規定により、関係書類及び図面を添えて届け出ます。
記
	登録番号
	○○－○

	登録年月日
	令和○○年○○月○○日

	変更の内容
	○○及び○○等を変更した。

（詳細は別紙「新旧対照表」のとおり）

	変更の年月日
	令和○○年○○月○○日

	変更の理由
	○○○○となったことから、変更した。


【備考】
１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
２　複数の事業場について登録の変更の届出をする場合は、事業場ごとに本届
出書を作成すること。
３　登録の申請の際に添付した書類及び図面についても変更が生じる場合は、
変更後の書類又は図面を添付すること。
　４　欄内にその記載事項の全てを記載することができないときは、同欄に「別
紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。
様式第３号

登録再生利用事業廃止届出書
令和○○年○○月○○日
農林水産大臣　殿
届出者
住所　東京都千代田区霞が関一丁目2番1号
氏名　株式会社農林水産

代表取締役　農林　太郎　　
（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
電話番号　０３－３５０２－８１１１
令和○○年○○月○○日付けで登録を受けた下記の再生利用事業について、当該登録再生利用事業を廃止したので、食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律第１１条第５項の規定により、下記のとおり届け出ます。
記
	登録番号
	○○－○

	登録年月日
	令和○○年○○月○○日

	廃止の年月日
	令和○○年○○月○○日

	廃止の理由
	○○となったことから廃止した。


【備考】
１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
２　複数の事業場について登録再生利用事業の廃止の届出をする場合は、事業
場ごとに本届出書を作成すること。
　３　欄内にその記載事項の全てを記載することができないときは、同欄に「別
紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。
様式第４号

登録再生利用事業更新申請書

令和○○年○○月○○日
農林水産大臣　殿
申請者
住所　東京都千代田区霞が関一丁目2番1号
氏名　株式会社農林水産

代表取締役　農林　太郎　　
（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
電話番号　０３－３５０２－８１１１
　
令和○○年○○月○○日付けで登録を受けた下記の再生利用事業について、登録の更新を受けたいので、食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律第１２条第１項の規定により、関係書類及び図面を添えて申請します。
記
	登録番号
	○○－○
	登録年月日
	令和○○年○○月○○日

	再生利用事業の内容
	肥料化事業

	再生利用事業を行う事業場
	名称
	株式会社農林水産　本社工場

	
	所在地
	東京都千代田区霞が関一丁目2番1号

	特定肥飼料等の製造の用に供する施設
	種類
	○○機　ﾒｰｶｰ名：㈱○○、型式：MAFF-001
○○○機　ﾒｰｶｰ名：○○㈱、型式：FFAM-100
（詳細は「別紙」のとおり）

	
	規模
	20.9トン／日（うち食品循環資源10.9トン／日）

	特定肥飼料等を保管する施設の所在地
	東京都千代田区霞が関一丁目2番1号

	特定肥飼料等を販売する事業場の所在地
	東京都千代田区霞が関一丁目2番1号

	再生利用事業により得られる特定肥飼料等
	種類
	特殊肥料（たい肥）

	
	名称
	まふエコたい肥

	
	製造開始年月日
	令和○○年○○月○○日

	
	販売開始年月日
	令和○○年○○月○○日

	特定肥飼料等の製造に使用される
食品循環資源の種類　　　　　　　
	一般廃棄物：動植物性残さ（厨芥残さ、期限切れ弁当）

	特定肥飼料等の製造に使用される 食品循環資源以外の原材料の種類
	一般廃棄物：植物性残さ（木くず）

	添付書類
及び図面
	１　当該申請をしようとする者が法人である場合には、その定款、登記事項証明書並びに直前３年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書並びに法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類
２　当該申請をしようとする者が個人である場合には、その住民票の写し、資産に関する調書並びに直前３年の所得税の納付すべき額及び納付済額を証する書類
３　当該申請をしようとする者の過去１年間における特定肥飼料等の製造量及び販売量、当該特定肥飼料等の製造を行った事業場の名称及び所在地並びに販売先の氏名又は名称、住所及び連絡先を記載した書類並びにその販売量の根拠となる書類
４　特定肥飼料等の製造の用に供する施設（以下「特定肥飼料等製造施設」という。）への食品循環資源の搬入に関する計画書
５　受け入れる食品循環資源が一般廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「廃棄物処理法」という。）第２条第２項に規定する一般廃棄物をいう。）に該当する場合には、再生利用事業を行う者が廃棄物処理法第７条第６項の許可（当該許可に係る廃棄物処理法第７条の２第１項の許可を受けなければならない場合にあっては、同項の許可）を受け、又は廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号。以下「廃棄物処理法施行規則」という。）第２条の３第１号若しくは第２号の規定に該当して、当該食品循環資源の処分を行うことができる者であることを証する書類
６　受け入れる食品循環資源が産業廃棄物（廃棄物処理法第２条第４項に規定する産業廃棄物をいう。）に該当する場合には、再生利用事業を行う者が廃棄物処理法第１４条第６項の許可（当該許可に係る廃棄物処理法第１４条の２第１項の許可を受けなければならない場合にあっては、同項の許可）を受け、又は廃棄物処理法施行規則第１０条の３第２号の規定に該当して、当該食品循環資源の処分を行うことができる者であることを証する書類

	
	７　特定肥飼料等の利用方法並びに価格及び需要の見込みを記載した書類
８　特定肥飼料等製造施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図、処理工程図及び設計計算書
９　特定肥飼料等製造施設の付近の見取図
10　特定肥飼料等製造施設を設置しようとする場合には、工事の着工から当該施設の使用開始に至る具体的な計画書
11　特定肥飼料等製造施設の維持管理に関する計画書
12　特定肥飼料等製造施設が廃棄物処理法第８条第１項に規定する一般廃棄物処理施設である場合には当該特定肥飼料等製造施設について同項の許可（当該許可に係る廃棄物処理法第９条第１項の許可を受けなければならない場合にあっては、同項の許可）を、特定肥飼料等製造施設が廃棄物処理法第１５条第１項に規定する産業廃棄物処理施設である場合には当該特定肥飼料等製造施設について同項の許可（当該許可に係る廃棄物処理法第１５条の２の６第１項の許可を受けなければならない場合にあっては、同項の許可）を受けていることを証する書類
13　肥料の品質の確保等に関する法律（昭和２５年法律第１２７号）第２条第２項に規定する普通肥料を生産する場合には同法第１０条の登録証若しくは仮登録証の写し又は同法第１６条の２第１項の届出（当該届出に係る同条第３項の届出をしなければならない場合にあっては、同項の届出を含む。）をしていることを証する書類、当該普通肥料を販売する場合には同法第２３条第１項の届出（当該届出に係る同条第２項の届出をしなければならない場合にあっては、同項の届出を含む。）をしていることを証する書類
14　使用の経験のない飼料を製造する場合にあっては、動物試験の成績を記載した書類
15　特定肥飼料等の含有成分量に関する分析試験の結果を記載した書類



【備考】
  １　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
  ２　複数の事業場について登録の申請をする場合は、事業場ごとに本申請書を
作成することとする。
  ３　欄内にその記載事項の全てを記載することができないときは、同欄に「別
紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。
様式第５号

登録再生利用事業に係る料金の届出書
令和○○年○○月○○日
農林水産大臣　殿
届出者
住所　東京都千代田区霞が関一丁目2番1号
氏名　株式会社農林水産

代表取締役　農林　太郎　　
（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
電話番号　０３－３５０２－８１１１
令和○○年○○月○○日付けで登録を受けた再生利用事業について、食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律第１５条第１項の規定により、下記のとおり再生利用事業に係る料金を定めたので届け出ます。
記
	登録番号
	○○―○

	登録年月日
	令和○○年○○月○○日

	料金の額
	○○円～○○円／ｋｇ

	事業の内容
	一般廃棄物の収集及び運搬並びに処分

	料金の算出根拠
	○○市条例に規定された一般廃棄物の処理料金及び当社処理費用を勘案し算定。

（詳細は別紙「料金の額及びその算出根拠」のとおり）

	常時使用する

従業者の数
	
	４人以下である（　　人）

	
	
	４人より多い　（　　人）


【備考】
１　この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
２　複数の事業場について料金の届出をする場合は、事業場ごとに本届出書を
作成すること。
３　複数の料金を定める場合は、その全てを記載すること。
４　事業の内容は、当該料金により提供される役務の内容を記載すること。
５　欄内にその記載事項の全てを記載することができないときは、同欄に「別
紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。
６　その他必要な書類がある場合は添付すること。
７　常時使用する従業者の数については該当する方に〇をつけるとともに、具体的な人数を記載すること。

様式第７号

再生利用事業の登録に係る登録免許税納付書

令和○○年○○月○○日
農林水産大臣　殿
住所　東京都千代田区霞が関一丁目2番1号
氏名　株式会社農林水産

代表取締役　農林　太郎　　
（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
電話番号　０３－３５０２－８１１１
令和○○年○○月○○日付けの再生利用事業登録申請書に係る登録免許税を納付したので、下記により領収証書を提出します。
記
	領収証書はり付け欄



【備考】この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。
様式第８号

誓約書

令和○○年○○月○○日
農林水産大臣　殿

住所　東京都千代田区霞が関一丁目2番1号
氏名　株式会社農林水産

代表取締役　農林　太郎　　
（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
電話番号　０３－３５０２－８１１１
　本申請書に添付する、過去1年間における特定肥飼料等の製造量及び販売量並びに販売先の氏名又は名称、住所及び連絡先を記載した書類並びにその販売量の根拠となる書類が、申請日において実施期間が1年未満であるため、以下を誓約します。

記

申請日に提出したものを除いた、過去1年間における特定肥飼料等の製造量及び販売量並びに販売先の氏名又は名称、住所及び連絡先を記載した書類並びにその販売量の根拠となる書類を、登録後で実施期間が1年を経過した日以後速やかに提出すること。

様式第９号

過去１年間における特定肥飼料等の製造量及び販売量並びに販売先の氏名又は名称、住所及び連絡先を記載した書類並びにその販売量の根拠となる書類の提出について


令和○○年○○月○○日
農林水産大臣　殿

住所　東京都千代田区霞が関一丁目2番1号
氏名　株式会社農林水産

代表取締役　農林　太郎　　
（法人にあっては名称及び代表者の氏名）
電話番号　０３－３５０２－８１１１
　令和○○年○○月○○日付けで登録申請した以下の再生利用事業について、実施期間が１年を経過したので、食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律第１１条第１項の規定により、過去１年間における特定肥飼料等の製造量及び販売量並びに販売先の氏名又は名称、住所及び連絡先を記載した書類並びにその販売量の根拠となる書類（いずれの書類も申請日に提出したものを除く。）を添えて提出します。


記

	 登　録　番　号
	○○―○
　　　　　　　　　
	登録年月日
	令和○○年○○月○○日
　　　　　　　　　　　

	 再生利用事業の内容
	
肥料化事業


	 再生利用事業を行う 事業場の所在地
	東京都千代田区霞が関一丁目2番1号


	 再生利用事業を行う

事業場の名称
	株式会社農林水産　本社工場



注）過去１年間における特定肥飼料等の製造量及び販売量並びに販売先の氏名又は名称、住所及び連絡先を記載した書類並びにその販売量の根拠となる書類（いずれの書類も申請日に提出したものを除く。）を添付すること。

本様式を提出する際に登録番号が配布されていない場合においては、登録年月日に申請年月日を記載し、登録番号は空欄とすること。
記載例





登録を受けようとする事業場が製造する製品（飼料、肥料、油脂・油脂製品、燃料及び還元剤、油脂（工業品）、ｴﾀﾉｰﾙ及びﾒﾀﾝ）によって提出先が異なることから、宛名は、地方農政局等又は地方環境事務所へご確認の上記載して下さい。





飼料化事業、肥料化事業、炭化事業、油脂化事業、油脂製品化事業、ｴﾀﾉｰﾙ化事業及びﾒﾀﾝ化事業の別を記載。（複数ある場合は、全て記載）





工場名等を記載。なお、本社と同所など、事業場の一般名称がない場合でも、本社機能と区別する観点から、工場名を記載。





特定肥飼料等の製造に使用する「主たる設備」について、機器の名称、ﾒｰｶｰ名、型式を具体的に記載。複数で記載し切れない場合は、（詳細は「別紙」のとおり）とする





処理能力を記載。なお、当該再生利用事業で必ず通過する工程の最小となる。また、必ず「ｔ」換算にて記載すること。





ア．肥料化事業の場合


普通肥料又は特殊肥料の別、及び公定規格又は特殊肥料の指定に定められた肥料の種類を記載。


イ．飼料化事業の場合


飼料規格告示の飼料の種類、又は単体飼料にあっては飼料規格告示の備考３別表の原料名、同欄に該当しないものは原料の一般的名称。


（詳細は、取扱要領を参照）





商品名、銘柄名等を記載。





一般廃棄物、産業廃棄物、有価物の別及び動物性残さ、植物性残さ、廃油等食品循環資源の種類並びに具体的な食品循環資源の一般的名称を記載。





同上





記載例





①名称及び住所並びに代表者、②再生利用事業の内容（○○化事業）、③事業場の名称及び所在地、④特定肥飼料等の製造施設の種類及び規模、⑤特定肥飼料等の保管・販売施設の所在地、⑥特定肥飼料等の種類及び名称、⑦特定肥飼料等の製造及び販売の開始年月日、⑧特定肥飼料等の製造のための食品循環資源及びそれ以外の原材料の種類


上記①～⑧に変更が生じた時は、速やかに当該様式により届出して下さい。





同上





変更内容が多岐に亘るなどの場合は、申請書の様式により新旧対照表を作成し添付して下さい。





記載例





同上





記載例





同上





飼料化事業、肥料化事業、炭化事業、油脂化事業、油脂製品化事業、ｴﾀﾉｰﾙ化事業及びﾒﾀﾝ化事業の別を記載。（複数ある場合は、全て記載）





特定肥飼料等の製造に使用する「主たる設備」について、機器の名称、ﾒｰｶｰ名、型式を具体的に記載。複数で記載し切れない場合は、（詳細は「別紙」のとおり）とする





処理能力を記載。なお、当該再生利用事業で必ず通過する工程の最小となる。また、必ず「ｔ」換算にて記載すること。





ア．肥料化事業の場合


普通肥料又は特殊肥料の別、及び公定規格又は特殊肥料の指定に定められた肥料の種類を記載。


イ．飼料化事業の場合


飼料規格告示の飼料の種類、又は単体飼料にあっては飼料規格告示の備考３別表の原料名、同欄に該当しないものは原料の一般的名称。


（詳細は、取扱要領を参照）





商品名、銘柄名等を記載。





一般廃棄物、産業廃棄物、有価物の別及び動物性残さ、植物性残さ、廃油等食品循環資源の種類並びに具体的な食品循環資源の一般的名称を記載。





同上





記載例





当該届出書は、新規登録後、再生利用事業を実施する前に主務大臣へ届出して下さい。また、当該料金を変更しようとする場合も同様に提出する必要があります。なお、当該「料金の額」とは、再生利用事業で得た特定肥飼料の商品価格ではなく、食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律第２１条第４項に規定する廃掃法第７条第１２項「（一般廃棄物の）収集及び運搬並びに処分に関する手数料の額に相当する額を超える料金を受けてはならない。」の特例により上限解除の処理手数料の額をいいます。





同上





「料金の額及びその算出根拠」について、市町村の条例の処理料金と当社の処理費用とを比較できるように別紙にて添付して下さい。





新規で登録の申請をしようとする者は、事前に「登録免許税」（90,000円）を「日本銀行の本支店」又は銀行などの「国税収納代理店」若しくは「税務署」にて納付し、当該納付の領収証（農林水産大臣（農政局長）あては原本、環境大臣等あてはその写し）をこの様式に貼り付け、申請書に添付してください。





記載例





同上





記載例





同上





記載例





同上





飼料化事業、肥料化事業、炭化事業、油脂化事業、油脂製品化事業、ｴﾀﾉｰﾙ化事業及びﾒﾀﾝ化事業の別を記載。（複数ある場合は、全て記載）





工場名等を記載。なお、本社と同所など、事業場の一般名称がない場合でも、本社機能と区別する観点から、工場名を記載。








